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水道料金・下水道使用料の算定等プロセス

２．料金・使用料の算定（総括原価の算定）
①総括原価の算定 ②資産維持費の検討 ③平均改定率の検討 ④基本方針の決定

現状分析（経営状況の把握）
①事業概要・料金体系・施設状況の把握 ②事業収益の推移・経営分析

前回までの委員会で説明済

１．財政シミュレーション
①需要予測 ②現行料金での収支見通し ③料金算定期間の決定

今回の委員会で説明・協議

３．料金（使用料）体系の検討

①原価の分解 ②原価の配分 ③原価の配賦 ④基本料金・従量料金の設定

次回以降の委員会で説明・協議

６．住民説明
①改定理由の説明 ②料金シミュレーションの説明

答申以降のプロセス

５．議会の議決
①条例改正

答申以降のプロセス

４．公営事業検討委員会から答申
①答申案協議 ②答申書提出

次回以降の委員会で説明・協議
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水道事業の財政シミュレーション

① 需要予測 （給水人口及び有収水量）

１

上水道事業

令和16年には、給水人口は、約１万人減少、年間有収水量は、約１１０万㎥減少



4上水道事業

② 現行料金での収支見通し
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② 現行料金での収支見通し（つづき）

上水道事業
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水道料金の算定（総括原価の構成と算定方法）

総括原価

営業費用 資本費用 控除収入

料金収入人件費
薬品費
動力費
修繕費
減価償却費など

支払利息

資産維持費

受託工事収益
など

資産維持費 対象資産 資産維持率 料金算定期間

対象資産：償却資産の料金算定期間の期首及び期末の平均残高
（遊休資産を除くなど将来的に維持すべきと判断される償却資産）

資産維持率：３％を標準とし、各事業者の中⾧期的な施設整備・更新計画及び財政計画等に
照らし適正な水準となるように決定

２

上水道事業
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減価償却費
として回収

資産維持費
として原価算入

施設建設時 施設更新時

資産維持費について

資産維持費とは

事業の施設実体維持等のために、施設の建設、
改良、再構築および企業債の償還等に充当さ
れるべき費用であり、維持すべき資産に適正な
率を乗じて算定した額とする。
（水道料金算定要領）

上水道事業



8上水道事業

① 総括原価の算定

※ 資産維持費を含まない総括原価
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② 総括原価からの水道料金の平均改定率

上水道事業
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③ 水道料金の改定基本方針

水道料金の改定後の収益的収支の見通し

上水道事業
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下水道事業の財政シミュレーション

① 需要予測 （処理区域内人口、接続人口及び有収水量）

３

下水道事業

令和16年には、接続人口は、約４千人減少、年間有収水量は、約４０万㎥減少
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② 現行使用料での収支見通し

下水道事業
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② 現行使用料での収支見通し（つづき）

下水道事業
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下水道使用料の算定（総括原価の構成と算定方法）

総括原価

維持管理費 資本費 控除額

使用料
収入

人件費
薬品費
動力費
修繕費

支払利息

資産維持費

公費負担経費

資産維持費 対象資産 資産維持率 料金算定期間

対象資産：償却資産の料金算定期間の期首及び期末の平均残高
（遊休資産を除くなど将来的に維持すべきと判断される償却資産）

資産維持率：標準値はないため、各事業者の中⾧期的な施設整備・更新計画及び財政計画等
に照らし適正な水準となるように決定

４

下水道事業

委託料等

減価償却費

附帯的事業経費

関連収入

長期前受金戻入
等

負担金
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① 総括原価の算定

※ 資産維持費を含まない総括原価

下水道事業
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② 総括原価からの下水道使用料の平均改定率

下水道事業
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③ 下水道使用料の改定基本方針

下水道使用料の改定後の収益的収支の見通し

下水道事業


